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令和３年度和泊町一般会計予算 

 

令和３年度和泊町一般会計の予算は，次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ6,348,981千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項，期間及

び限度額は，｢第２表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，

利率及び償還の方法は，「第３表地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，700,000千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場

合は，次のとおりと定める。 

各項に計上した報酬，給料，職員手当及び共済費（報酬に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を

生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

令和３年３月 日提出 

 

鹿児島県和泊町長    伊地知 実利 

 



 















第２表

（単位：千円）

事　　　項 期　　　間 限　度　額

風力発電施設総合損害保険料 令和４年度～令和８年度 4,225

企画課花壇用土地借上料 令和４年度～令和８年度 120

債　務　負　担　行　為

－７－



－ ８ －

第３表

(単位：千円)

起     債     の     目     的 限度額 起債の方法 利    率 償  還  の  方  法

臨時財政対策債 189,000

集落リーダー育成事業債 23,400

地域公共交通特別対策事業債 26,300

航路航空路運賃軽減等事業債 21,800

奄美群島広域事務組合事業債（負担金） 4,400

子育て支援事業債 11,600

産科医等確保支援事業債 1,600

農林水産物輸送コスト支援事業債 27,000

県営農地整備事業債（担い手育成型） 2,700

県営農地整備事業債（担い手支援型） 24,600

団体営農業基盤整備促進事業債 6,100

農業水路等長寿命化・防災減災事業債 1,200

基幹水利施設整備事業債 3,900

社会資本整備総合交付金事業債（道路） 52,700

過疎道路整備事業債 9,000

辺地道路整備事業債 18,000

狭あい道路整備事業債 4,900

地方改善施設整備事業債 4,000

個別補助事業債 1,800

港湾施設整備事業債（県事業負担金） 33,100

港湾改修（離島・統合補助）事業債 2,400

社会資本整備総合交付金事業債（住宅） 71,100

公営住宅ストック総合改善事業債 34,000

社会資本整備総合交付金事業債（都市公園） 4,300

空き家対策総合支援事業債 8,600

空き家活用促進事業 3,600

消防自動車整備事業債 31,500

合                        計 622,600

地 方 債

証書借入又は
証券発行

年5.0％以内(ただ
し，利率見直し方
式で借り入れる資
金について，利率
の見直しを行った
後においては，当
該見直し後の利率)

  政府資金については，その融資条件により，銀行その
他の場合には，その債権者と協定するものとする。ただ
し，町財政の都合により据置期間及び償還期限を短縮
し，又は繰上償還若しくは低利に借換えすることができ
る。



 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度和泊町一般会計予算事項別明細書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







歳　　入 歳　　出

頁 頁

１ 町 税 1 １ 議 会 費 1

２ 地 方 譲 与 税 2 ２ 総 務 費 2

３ 利 子 割 交 付 金 2 ３ 民 生 費 26

４ 配 当 割 交 付 金 2 ４ 衛 生 費 44

５ 株式等譲渡所得割交付金 3 ５ 農 林 水 産 業 費 53

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 3 ６ 商 工 費 71

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 3 ７ 土 木 費 76

８ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 3 ８ 消 防 費 85

９ 環 境 性 能 割 交 付 金 3 ９ 教 育 費 87

１０ 地 方 特 例 交 付 金 4 １０ 災 害 復 旧 費 116

１１ 地 方 交 付 税 4 １１ 公 債 費 118

１２ 交通安全対策特別交付金 4 １２ 諸 支 出 金 118

１３ 分 担 金 及 び 負 担 金 4 １３ 予 備 費 119

１４ 使 用 料 及 び 手 数 料 5

１５ 国 庫 支 出 金 7

１６ 県 支 出 金 9

１７ 財 産 収 入 13

１８ 寄 附 金 14

１９ 繰 入 金 14

２０ 繰 越 金 15

２１ 諸 収 入 15

２２ 町 債 18

目　　　　　　次

款 款
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歳       出 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

















































































































































































































































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算事項別明細書以外の予算説明書 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



期末手当年間 地　域 寒冷地 その他

支給率(月分) 手  当 手  当 の手当

長   等 2 14,099 （3.35)　 5,016 51 19,166 1,954 21,120

議   員 12 34,332 (3.35)　10,543 0 44,875 11,309 56,184
その他
特別職 500 36,927 5,988 (3.35)   2,114 24 45,053 595 45,648

計 514 71,259 20,087 17,673 75 109,094 13,858 122,952

長   等 2 14,099 （3.4)　 5,091 51 19,241 1,737 20,978

議   員 12 30,899 (3.4)  10,701 0 41,600 10,885 52,485
その他
特別職 546 39,096 5,988 (3.4)   2,121 24 47,229 1,580 48,809

計 560 69,995 20,087 17,913 75 108,070 14,202 122,272

長   等 0 0 0 △ 75 0 △ 75 217 142

議   員 0 3,433 0 △ 158 0 3,275 424 3,699
その他
特別職 △ 46 △ 2,169 0 △ 7 0 △ 2,176 △ 985 △ 3,161

計 △ 46 1,264 0 △ 240 0 1,024 △ 344 680

共済費

計
区      分 職員数

給　　　与　　　費

給    与    費    明    細    書
１　特　別　職

（単位：千円）

比  較

前年度

本年度

合   計 備   考

報   酬 給  料

-1-



-2-

報    酬 給    料 職員手当 計

本  年  度 271 223,817 454,731 268,102 946,650 178,090 1,124,740

前  年  度 267 214,886 458,840 255,851 929,577 174,195 1,103,772

比      較 4 8,931 △ 4,109 12,251 17,073 3,895 20,968

本年度 20,052 10,499 2,868 2,304 19,548 132,305 78,275 603 1,648 268,102
前年度 19,843 9,850 2,989 2,184 19,486 120,529 78,770 608 1,592 255,851
比　較 209 649 △ 121 120 62 11,776 △ 495 △ 5 56 12,251

ア　会計年度任用職員以外の職員                                             

報    酬 給    料 職員手当 計

本  年  度 130 454,731 239,124 693,855 146,905 840,760
前  年  度 129 458,840 241,686 700,526 147,350 847,876
比      較 1 △ 4,109 △ 2,562 △ 6,671 △ 445 △ 7,116

本年度 20,052 10,499 2,868 2,304 19,548 103,327 78,275 603 1,648 239,124
前年度 19,843 9,850 2,989 2,184 19,486 106,364 78,770 608 1,592 241,686
比　較 209 649 △ 121 120 62 △ 3,037 △ 495 △ 5 56 △ 2,562

２　一  般  職
（１）総 括           （単位：千円）

区    分 職 員 数
給        与        費

共済費 合  計 備   考

特  殊
勤　務
手　当

計

職員手当の内訳 

扶  養
手　当

住  居
手　当

通  勤
手　当

管理職
手　当

（単位：千円）

時間外
手　当

期  末
手　当

勤  勉
手　当

宿日直
手　当

区    分

通  勤
手　当

管理職
手　当

時間外
手　当

期  末
手　当

職員手当の内訳 

扶  養
手　当

住  居
手　当

勤  勉
手　当

宿日直
手　当

特  殊
勤　務
手　当

計

職 員 数
給        与        費

共済費 合  計 備   考



イ　会計年度任用職員                                         　　　　　　　

報    酬 給    料 職員手当 計

本  年  度 141 223,817 28,978 252,795 31,185 283,980 3,520
前  年  度 138 214,886 14,165 229,051 26,845 255,896 3,276

比      較 3 8,931 0 14,813 23,744 4,340 28,084 244

本年度 221,111 2,706 223,817
前年度 213,778 1,108 214,886
比　較 7,333 1,598 8,931

区    分
増減額
（千円）

0

△ 4,109

△ 3,037

475

（単位：千円）

区    分 職 員 数
給        与        費

共済費 合  計
備   考

(通勤手当相当
費用弁償)

報酬の内訳 

給料相当
報酬

時間外手当
相当報酬

計

給料表改定なし

その他の増減分
新型コロナウイルス感染症対策関係時間外手当
の増，その他調整等による増等

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増減事由別内訳
（千円）

説             明 備     考

給料 △ 4,109

制度改正に伴う増減分

-3-

その他の増減分
退職者数,  採用者数及び派遣職員等の変動，
その他調整等による減

職員手当 △ 2,562

制度改正に伴う増減分 期末手当支給率の減に伴う期末手当の減



-4-

行　政　職 　 区    分 行　政　職

291,494 中 学 卒

328,367 高 校 卒 1-5　 150,600

42歳9月 大 学 卒 1-25　182,200

296,408

332,941

43歳1月

級 職員数（人） 構成比（％）

６級 1 0.7

５級 13 10.0

４級 21 16.2

３級 40 30.8

２級 13 10.0

１級 42 32.3

計 130 100.0

６級 3 2.3

５級 12 9.3

４級 23 17.8

３級 44 34.1

２級 12 9.3

１級 35 27.2

計 129 100.0

区　　分 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

主査・主事 主事

令和３年４月１日現在

令和２年４月１日現在

区     分

令和３年４月１日現在

令和２年４月１日現在

ウ　級別職員数

課長等

６級

イ　初任給

行　政　職

平均給料月額（円）

ア　職員１人当たり給与 

平均給与月額（円）

平均年齢  　（歳）

課長補佐 係長・主査課長等

（等級別の標準的な職務内容）

行　政　職

（３）給料及び職員手当の状況

区                分

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢  　（歳）



130

127

２号給  (人) 17

３号給  (人) 5

４号給  (人) 105

97.7

129

128

２号給  (人) 16

３号給  (人) 9

４号給  (人) 103

99.2

６月(月分) 12月(月分）

本 年 度 2.225 2.225 4.45

前 年 度 2.25 2.2 4.45

国の制度 2.225 2.225 4.45

エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当　

支給率計
（月数）

区    分

区 　　　　  分

本
年
度

前
年
度

支  給  期  別  支  給  率

合    計

職　員　数 　　　 (Ａ)(人)

17

5

105

代  表  的  な  職  種

一  般  行  政  職

130

127

129

128

16

9

103

99.2

-5-

昇給に係る職員数　(Ｂ)(人)

号級数別内訳

比率  （Ｂ）／（Ａ）（％）

職  員  数  　　　(Ａ)(人)

昇給に係る職員数　 (Ｂ)(人)

比率  （Ｂ）／（Ａ） （％）

号級数別内訳

備 　　　考

97.7
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35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算
措置等

備    考

47.709000 47.709000 制度なし

47.709000 47.709000 制度なし

キ　特殊勤務手当

137286*12/454
731000

137286*12/557
12000

1/127 1/15

 
ク　その他の手当

区          分 国の制度との異同

扶  養  手  当 同

住  居  手  当 同

通  勤  手  当 同

20年勤続の者
（月分）

26.365500

24.586875

教育委員会に勤務する学校教育指導主事

区    分

支給率等

国の制度
（支給率等）

0.8%

3.0%

区               分

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率  （％）
（令和２年４月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

全職種
代表的な職種
教　育　職

0.4%

6.7%

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

差異の内容

25年勤続の者
（月分）

33.270750

33.270750



（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

大家畜経営維持緊急資金（22年分） 借入金47,600千円に対する年0.05％の 平成24年度から 191 令和 3年度から 133 133

利子 令和 2年度まで 令和17年度まで

大家畜経営維持緊急資金（15年分） 借入金19,000千円に対する年0.03%の 平成15年度から 58 令和 3年度から 3 3

利子 令和 2年度まで 令和 5年度まで

農業経営基盤強化利子助成事業 平成１９年度から平成２３年度までに 平成19年度から 0 令和 3年度から 限度額に同じ 全　額

貸し付ける農業経営基盤強化資金に対 令和 2年度まで 令和15年度まで

する借受者が支払う利子額

和泊町新庁舎建設事業 1,722,183 平成29年度から 1,329,929 令和 3年度から 392,254 392,254

令和 2年度まで 令和15年度まで

税務課コピー機賃貸借料 1,200 平成29年度から 880 令和 3年度から 320 320

令和 2年度まで 令和 4年度まで

住民基本台帳ネットワークシステム機器賃借料 4,070 平成30年度から 474 令和 3年度から 3,596 3,596

令和 2年度まで 令和 6年度まで

住民基本台帳ネットワークシステム機器保守業務委託 1,407 平成30年度から 80 令和 3年度から 1,327 1,327

令和 2年度まで 令和 6年度まで

戸籍総合システム機器賃借料 17,017 平成29年度から 11,345 令和 3年度から 5,672 5,672

令和 2年度まで 令和 4年度まで

戸籍総合システム機器保守業務委託料 7,104 平成29年度から 4,574 令和 3年度から 2,530 2,530

令和 2年度まで 令和 4年度まで

戸籍総合システムソフトウェア使用料 5,901 平成29年度から 3,921 令和 3年度から 1,980 1,980

令和 2年度まで 令和 4年度まで

本人確認書類裏書印字システムプリンター賃借料 1,373 令和元年度から 299 令和 3年度から 1,074 1,074

令和 2年度まで 令和 5年度まで

ごみ収集運搬業務委託料 9,720 令和 2年度 3,240 令和 3年度から 6,480 6,480

令和 4年度まで

ごみ収集運搬業務委託料 9,720 令和 2年度 3,240 令和 3年度から 6,480 6,480

令和 4年度まで

し尿処理施設管理委託料 5,885 令和 2年度 1,859 令和 3年度から 4,026 4,026

令和 4年度まで

事項 限度額

前年度末までの

支出（見込）額

当該年度以降

の支出予定額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は，支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

左の財源内訳

特定財源
一般財源

- 7 -
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

大城こども園コピー機賃貸借料 350 平成29年度から 245 令和 3年度から 105 105

令和 2年度まで 令和 4年度まで

国頭こども園コピー機賃借料 422 平成28年度から 400 令和 3年度 22 22

令和 2年度まで

内城こども園コピー機賃貸借料 454 平成29年度から 341 令和 3年度から 113 113

令和 2年度まで 令和 4年度まで

地域包括支援センター警備業務委託料 919 平成30年度から 550 令和 3年度から 369 369

令和 2年度まで 令和 4年度まで

タラソおきのえらぶ指定管理委託料 205,500 平成27年度から 121,500 令和 3年度から 84,000 84,000

令和 2年度まで 令和 6年度まで

介護予防拠点施設にゃーとぅ指定管理委託料 4,500 平成30年度から 2,700 令和 3年度から 1,800 1,800

令和 2年度まで 令和 4年度まで

介護予防拠点施設ガジュマル館指定管理委託料 4,500 平成30年度から 2,700 令和 3年度から 1,800 1,800

令和 2年度まで 令和 4年度まで

地域包括支援センター管理システム賃借料 2,078 平成28年度から 2,009 令和 3年度 69 69

令和 2年度まで

避難行動支援システム賃借料 4,331 令和２年度 73 令和 3年度から 4,258 4,258

令和 7年度まで

地域おこし企業人派遣負担金 32,976 令和元年度から 16,488 令和 3年度から 16,488 16,488

令和 2年度まで 令和 4年度まで

地域おこし企業人住宅賃借料 1,620 令和元年度から 810 令和 3年度から 810 810

令和 2年度まで 令和 4年度まで

新有線テレビネットワーク自主放送番組制作業務委託料 261,232 平成26年度から 184,541 令和 3年度から 76,691 76,691

令和 2年度まで 令和 5年度まで

和泊町地域情報基盤設備保守 114,380 令和元年度から 23,193 令和 3年度から 91,187 91,187

令和 2年度まで 令和10年度まで

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源



期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

農業委員会カラープリンター賃借料 337 令和元年度から 118 令和 3年度から 219 219

令和 2年度まで 令和 6年度まで

経済課公用車賃借料 1,418 平成29年度から 1,063 令和 3年度から 355 335 20

（軽トラック） 令和 2年度まで 令和 4年度まで

ミカンキジラミ防除用地図作成パソコン賃借料 428 令和元年度から 285 令和 3年度 143 143

令和 2年度まで

土地改良施設維持管理適正化事業 4,765 平成29年度から 4,042 令和 3年度 723 723

（ため池） 令和 2年度まで

県営事業負担金（担い手育成型） 66,000 令和 2年度 4,140 令和 3年度から 61,860 61,860

令和12年度まで

県営事業負担金（担い手支援型） 769,900 平成24年度から 375,399 令和 3年度から 394,501 394,501

令和 2年度まで 令和20年度まで

国営沖永良部土地改良事業負担金 498,088 平成29年度から 0 令和 3年度から 498,088 498,088

令和 2年度まで 令和 4年度まで

農村地域防災減災事業（ため池） 15,000 令和 2年度 2,400 令和 3年度から 12,600 12,600

令和 5年度まで

土木積算システム賃借料 9,000 平成30年度から 4,230 令和 3年度から 2,820 2,820

令和 2年度まで 令和 4年度まで

ホイルローダ賃貸借料 6,674 平成29年度から 4,968 令和 3年度から 1,512 1,512

令和 2年度まで 令和 4年度まで

土木課コピー機賃借料 756 平成29年度から 681 令和 3年度から 227 227

令和 2年度まで 令和 4年度まで

土木課コピー機賃借料（空港） 756 平成29年度から 593 令和 3年度から 198 198

令和 2年度まで 令和 4年度まで

空き家活用住宅賃借料 1,800 平成23年度から 1,680 令和 3年度 180 180

（平成23年度） 令和 2年度まで

空き家活用住宅賃借料 3,600 平成25年度から 1,734 令和 3年度から 1,920 1,920

（平成25年度） 令和 2年度まで 令和10年度まで

空き家活用住宅賃借料 6,000 平成26年度から 1,440 令和 3年度から 960 960

（平成26年度） 令和 2年度まで 令和 6年度まで

空き家活用住宅賃借料 2,500 平成27年度から 1,332 令和 3年度から 1,200 1,200

（平成27年度） 令和 2年度まで 令和 7年度まで

空き家活用住宅賃借料 1,200 平成29年度から 534 令和 3年度から 720 720

（平成28年度） 令和 2年度まで 令和 8年度まで

左の財源内訳

特定財源
一般財源

事項 限度額

前年度末までの

支出（見込）額

当該年度以降

の支出予定額
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

大城小学校印刷機賃貸借料 574 平成29年度から 411 令和 3年度から 163 163

令和 2年度まで 令和 4年度まで

国頭小学校印刷機賃貸借料 574 平成29年度から 411 令和 3年度から 163 163

令和 2年度まで 令和 4年度まで

城ケ丘中学校パソコン賃借料 8,360 平成28年度から 7,663 令和 3年度 697 697

令和 2年度まで

小中学校教師用校務用パソコンサーバー賃借料 14,127 平成30年度から 6,828 令和 3年度から 7,299 7,299

令和 2年度まで 令和 5年度まで

教育委員会事務局公用車賃借料 3,273 平成29年度から 2,346 令和 3年度から 927 927

令和 2年度まで 令和 4年度まで

和泊中学校学習農園用農地賃借料 162 令和元年度から 108 令和 3年度 54 54

令和 2年度まで

町立図書館システム（クラウド版）保守運用業務委託料 10,554 令和２年度 1,232 令和３年度から 9,322 9,322

令和７年度まで

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源



（単位：千円）

前 々 年 度 末 前 年 度 末 当該年度中 当 該 年 度 中    当  該  年  度 末

現    在    高 現在高見込額 起債見込額 元金償還見込額    現 在 高 見 込 額

１公共事業等債 972,791 788,156 4,900 160,191 632,865

２公営住宅建設事業債 1,339,195 1,323,832 113,700 87,038 1,350,494

３災害復旧事業債 177,606 155,452 36,912 118,540

（1）単独災害復旧事業債 152,838 130,299 30,478 99,821

（2）補助災害復旧事業債 24,768 25,153 6,434 18,719

４教育・福祉施設等整備事業債 980,613 867,202 4,000 96,625 774,577

（1）学校教育施設等整備事業債 806,359 703,853 82,588 621,265

（2）一般補助施設整備等事業債 9,739 11,877 4,000 877 15,000

（3）施設整備事業債（一般財源化分） 164,515 151,472 13,160 138,312

５一般単独事業債 1,305,264 1,300,382 69,794 1,230,588

うち地方道路等整備事業債 14,803 10,106 3,545 6,561

うち地域再生事業債

うち（新）緊急防災・減災事業債 14,000 33,299 1,039 32,260

うち公共施設等適正管理推進事業債 1,235,000 1,233,088 49,942 1,183,146

６辺地対策事業債 524,362 449,402 49,500 125,160 373,742

７過疎対策事業債 2,540,596 2,507,296 261,500 359,952 2,408,844

８財源対策債 55,155 42,057 10,767 31,290

９臨時財政特例債

10減税補塡債 12,572 9,320 2,801 6,519

11臨時税収補塡債

12臨時財政対策債 2,056,891 1,995,556 189,000 176,630 2,007,926

　　　合　　　　　計 9,965,045 9,438,655 622,600 1,125,870 8,935,385

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及

び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　　　分
当該年度中増減見込額
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